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論文主 旨 ス トックマネジメン トにおいては耐用年数 が基本的情報 として重要 である。

下水道施設は耐用年数の観点か ら管渠、処理場の土木建築施設及び機械電気設備(機 電)

の大きく3つ に分類 され る。 これ らの うち機電は極めて多種多様であるので、マクロマネ

ジメン トにおいて総体 として耐用年数 を推計す ることが困難である。そ こで本研究はス ト

ック量 を金額で数値化す ることとし、全国総体の機電 についてまず下水道統計等か ら年度

別設置事業費を算出 し、次にアンケー ト調査結果 の年齢別改築件数分布を再現できるワイ

ブル型耐用年数確率分布 を試行反復計算により推計 ・設定 して耐用年数を算出する。 さら

に、同分布 を用いて過去及び将来各年度の改築事業費を推計す る。

【キーワー ド】マ クロマネジメン ト、ワイブル分布、機械電気設備、耐用年数

1.序 論

全国下水道普及率は平成18年 度末で70.5%に 達 し、

最終想定普及率88%1)ま であと17.5ポ イ ン トとな り、

最近 の年1.2ポ イン トの上昇が続けば十数年でそれに

到達す るところまで来てい る2)。 これまでに蓄積 され

た全国下水道ス トックは後述 のよ うに名 目で約84兆

円 、デ フレー タ補正 と老朽化除却及び減価償却の計

算を行った額で約58兆 円にものぼる3)。

したがって、国民へ の下水道サー ビス を長期 的か

つ効率的に維持継続す るため、下水道ス トックマネ

ジメン ト手法 の研究開発 と導入 が喫緊 の課題 となっ

てい る。 しか しなが ら、 これ までの調査研究では概

念や定性的考 え方の提示 に止 まってい るものが多 く、

現実の事業 に実際 に適 用 して計算で きる実用的手法

は極 めて少ない。

ス トックマネジメン トでは耐用年数(設 置か ら老

朽化、陳腐化 な ど何 らかの理 由で廃止 ・除却 され る

までの年数 を言 う。以下同 じ。)が 基本的情報 とし

て重要である。下水道施設 は耐用年数の観 点か ら大

きく管渠、処理場 の土木建築施設及び機 械電気設備

(以下 「機電」 と言 う。 また、土木建築施設 、機械

設備 、電気設 備 は単 に 「土木 建築 」 、 「機械 」 、

「電気」 と言 う。)の3つ に分類 され る。前二者が

コンク リー トを主材料 としているの に対 し、機電 は

金属 を主材料 としているため、前二者は耐用年数が

40な い し50年 以上、機電 は耐用年数が10年 か ら30

[出典]

(社)東京下水道殺備協会: LCCを 考慮した設計・施工について、p.84、2006/03

http://setuhikyo.or.jp/mai/techniccal/pdf/lcc_sekkei_siryo.pdf

図-1メ ーカー情報による機電の分類別耐用年数分布4)
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年程度 とされ てきた。3者 の うち機電 は極 めて多種

多様であ り、図-1の よ うに用途や性質 によ り細か

く分類 され、耐用年数 も異なる4)。 しか も、機電を構

成す る部品は交換 を前提 とした消耗性 のものか ら耐

久性 のものまで幅広い。

ス トックマネ ジメ ン トではマ クロマネ ジメン トと

ミクロマネ ジメン トの両面か ら検討 し、突合す るこ

とが精度 ・信頼性向上 に有効 である と考 え られ る。

しか し、機電 のマネジ メン トは今 まで の ところ、分

類の大、中、小 に応 じた個 々の設備 ご とに耐用年数

や ライフサイ クル コス トを算定 し、それ らを積 み上

げるミク ロマネ ジメン ト手法が行われてい る。 そ し

て、全国、1事 業体又は1処 理 区の機電 を総体 として

捉 え、事業財政計画の立案 に必要 な、総体 としての

耐用年数や将来改築事業量(「 量」 には物質 的数量

の他、金額 も含 む。 以下 同 じ。)を 数値で推計する

マクロマネジメン ト手法が見 られ ない。

そこで本研 究はマク ロマネ ジメン ト手法 として、

以下の ように機電総体を事業費で、即 ち金額 で数値

化 し、 これ にワイブル分布 の確率密度関数 を耐用年

数確 率分布 として適用 し、将来改築事業費 を推計す

る統計的手法 を考案 し、現実の事業デー タを使用 し

て手順 と算出結果を提示す る。

ワイブル分布 は物質的数量 に適用 され るが、本研

究の よ うに金額 に適用 した事例 として は、下水道 を

含む 日本全体 の社会資本 について過去の名 目投資額

か ら現時点 での純資本 ス トック額 を推計 した内閣府

調査報告がある5)。また、ワイブル分布 と他分布の比

較 に関 し、安野 ・保 田は橋梁部材、舗装路面の寿命

予測の事例 において、 ワイブル、指数、 ゴンペル ツ、

対数 ロジステ ィ ックの各分布 の適用性 を検 討 し、 ワ

イブル分布 が常に2番 目に最適 であ り、 シンプル で

数値計算 が比較的容易であ るな ど汎用的で あること

を指摘 している6)。

本研究 の手順 の概 要は次の とお り。 まず下水道 統

計等 の事業デ ータの全国集 計値 か ら過去各年度の機

電 等 の設 置(新 築 と改 築 の 両 方 を含 む。 以 下 同

じ。)事 業費を算 出す る。次にそれ らを用いてア ン

ケー ト調査結果 の年齢(設 備 の設置 時点か らの経過

年数 を言 う。 以下同 じ。)層 別 改築工事件数分布 を

再現 できるワイブル型確率密度 関数 を耐用年数確率

分布 として試行反復計算 し、設 定す る。続いて、 こ

の設 定分布(後 述 の 「推計 ワイ ブル 分布A」 を指

す。)を 用いて改築事業費 を過去及び将来各年度 に

ついて推計す る。最後 に、推計 ワイブル分布Aと 断

片的な別途情報か ら推計 され る分布(後 述の 「推計

ワイブル分布B」 を指す。)と を比較検討す る。

2.デ ― タ収集、計算手順及 び計算結果

(1)過 去各年度の工種別設置事業費の算出

a)PT別 設 置事 業費 とPTシ ェアの算 出(管 渠 を

「P」、処理場 を 「T」と略記する。以下同様。)

下水道統計の1967年 度版7)、1993年 度版8)、1999

年度版9)、2005年 度版10)か ら、1967～2005年 度の公

共下水道、特定環境保全公共下水道、特定公共 下水

道 、流域下水道 の管渠 ・処理場別(以 下、 「PT別 」

と言 う。)総 事業費デー タを取 り出 し、年度別、PT

別 に4種 下水道 の総事業費 を集計 し、設置事業費 と

してPT別 に経年推移(以 下単に 「推移」 と言 う。)

を算出 し、さらにPT別 シェア(以 下 「PTシ ェア」

と言 う。)推 移 を算出する。PTシ ェア推移を図-2

に示す。

図-2PTシ ェアの推 移(1967～2005)

Pシ ェアは60～80%、 全期間平均で72.5%、 最近

20年 間平均で75.6%と 算出される。

b)工 種別工事費シェアの算出

下水道統計要覧の1986～1999年 度版11)か ら全国の

PT別 、土木、建築、機械、電気別(以 下 「工種別」

とい う。)工 事費を取 り出 し、PT別 、工種別 の工事

費シ ェア推移 を算出す る。ただ し、算 出対象の工種

は機械 、電気及び機械 と電気 を合算 した機 電 とし、

シェアはP、Tそ れぞれ4工 種合計で100%と なるよ

う算出す る。また、ポンプ場はPに 含 める。

設置事業費は工事費 に測量試験費、用地補償費 、
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事務費等 を加 えた もので あるが、設置事業費シ ェア

は工事費 シェア と同 じとみな して以下、計算 を進め

る。 なお、工種別 工事費デー タは上記年度版以外で

は見つからなかった。PT別 、工種別の工事費 シェア

の推移 を図-3～5に 、最小二乗法近似に よる図 中

の線形式及び回帰分析結果並び に単純平均の定数式

を表-1に 示す。

統計検定によ り傾 きを表す全 ての係数aが ゼ ロで

ある とす る仮説 がほぼ採択 となったので、以下、定

数式で計算 を進 める。T機 械だ けに時間依存の可能

性が ある理 由 として、図-1よ りポンプ及び動 力機

を除 くT機 械 の耐用年数 が比較的短 く、改築事業費

の増加が比較 的強 く影響 してい ることが考 えられ る。

c)工 種別 、年齢別改築件数 シェア分布の算出

中尾 ・黒 田 ・大森 は1992年 度末時点で供用開始5

年 以上経過 した処理場 を有す る事業体にアンケー ト

調査 し、546処 理場の回答 を得て、改築件数 を図-6

のよ うに機械、電気別、かつ、5年 度 ごとの年齢層別

図-3機 械工事費シェアの推移

図-4電 気工事費シェアの推移

図-5機 電工事費シェアの推移

表-1工 種別工事費シェア推移の近似直線式

注)t値 、P値 はMicrosoft Exce1の 回 帰 分 析 を使 用 。 「係

数 値 が ゼ ロ で あ る 」 帰 無 仮 説 の 検 定 に用 い る。P値 く0.Ol,

0.05,0.1で 仮 説 棄却 。*は 水 準 に よ り採 択 ・棄 却 が 分 か れ る。

図一6改 築年齢実態調査結果

に集計 した。(同 調査報告 を以下 「中尾報告」 と言

う。)12)年 齢45歳 以上の件数データが少数 あるが、

35～44歳 の件数がゼ ロであ り、かっ、大多数である

34歳 以下のデー タへの近似性 が重要 である と考えら
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れ るので、図-6及 び以下の計算 では無視す る。 こ

の年齢層別改築件数 を総件数 で除 し、年齢層別 改築

件数シェア分布 を算出す る。算 出結果 を図-7、8

に示す。

1986～1999年 度版 下水道統計要覧11)か ら全国合計

の機械、電気工事費を取 り出 し、両者 の比の14年 間

図-7機 械改築件数シェア分布

図-8電 気改築件数シェア分布

図-9機 電改築件数シェア分布

の平均値 を算 出する と62.5:37.5と なる。 この比で

図-7、8の シェア分布 を加重平均 し機電改築件数

シェア分布 を算 出 し、結果 を図-9に 示 す。同分布

は合計値が100%と な り、図-7、8と 同様、確率密

度 関数の形であ る。図-7～9の 平均、標準偏差 を

表-2に 示す。

表-2改 築件数シェア分布の平均、標準偏差

i)過 去各年度のPT別 設置事業費の算出

1976～2007年 度については国土交通省資料13)か ら

全国の総事業費 を、1958～1975年 度については 日本

の下水道(1997)14)か ら下水道投資の金額 を取 り出 し、

1958～2007年 度 の設置事業費 とす る。 これを表-3

に示す。

表-3全 国下水道事業の過去50年 の設置事業費

PTシ ェア として1967～2005年 度 につ い ては図-

2の 数値 を、それ 以前 の1958～1966年 度 につ い ては

同図 中の平均 値72.5:275を 、2006、2007年 度 につ

いて は同図 の最近20年 間、す なわ ち1986～2005年

度 の平均値75.6:24.4を 用 い る。 なお 、 下水道 統 計

に も総 事 業費 は掲 載 され て い るが 、 上記 の 国土 交通

省 資料13)等 の ものを選択 す る。
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過去各年度 の設置事業費 にそれぞれ の年度 に対応

す るPシ ェア、Tシ ェアを乗 じ、下水道工事費デ フ

レータ15)で 除 して2000年 度基準のP設 置事業費、T

設置事業費を算出 し、結果 を図-10に 示す。

e)過 去各年度の工種別設置事業費の算 出

過去各年度について図-10のP設 置事業費、T

設置事業費にそれ ぞれ表-1の 定数式 で算 出され る

工種別Pシ ェア、Tシ ェアを乗 じ、PT合 計 して工種

図-10デ フレータ補正後の過去各年度PT設置事業費

図-11過 去各年度の機械設置事業費の推移

図-12過 去各年度の電気設置事業費の推計

別設置事業費を算出する。算出結果 を図-11～1

3に 示す。 図-13に 示す よ うに、機電 と図-11、

12の 数値を合計 した(機 械+電 気)と は差が小 さ

い。

図一13過 去各年度の機電及び(機 械+電 気)の 設置事業費の推移

(2)試 行反復計算による耐用年数確率分布の設定

a)工 種別、設置年度別、年齢別改築事業費の仮算出

ワイブル分布16)は 物体が脆弱破壊する確率を統計

的に記述す る際 に広 く用い られ る。 ワイブル分布 に

は(1)～(3)式で示 される3つ の関数があり、信頼度関

数Rw(t)は 経時的に減少 してい く生存数あるいは供用

数 と当初数の比を、確率密度関数fw(t)は 耐用年数確

率分布 を、ハザー ド関数 λw(t)はその時々における損

壊数 と供用数の比を意味す る。tは 設置時か らの時間

であ り、mは 形状パ ラメータ、 ηは尺度パ ラメータ、

γは位置パ ラメータ と呼ばれ 、本研究では時間遅れ

を示す γはゼ ロに設定する。

(1)

(2)

(3)

過 去 各年 度(i=1958,1959,…,1991)に 設 置 され た

年 齢j(j=1,2,…,(19924))時 点 の設備 につ いて、m、

ηに適 当な初 期数 値 を設 定 した確 率密 度 関数fw(j)を

仮 の耐 用 年 数確 率 分布 と して 用 い 、 前節(1)e)で 算 出

した 工種別 設置 事業 費FS(i)を 用 い 、(4)式 に よ り設 置
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年度別、年齢別の仮 の改築事業費s(i,j)を算出す る。

(4)

b)年 齢層別改築事業費 シェア分布 の仮算出

過去各年 度(i=1958,1959,…,1991)に 設置 された

年齢j(j=1,2,…,(1992-i))時 点の設備 について、仮算

出された改築事業費s(i,j)をjに 関 し図-6の 横軸 と

同 じ5年 ご との年齢層別に区切って集計 し、シェア

を仮算出す る。

この集計 にあた り、設置年度 ごとに最大年齢 の設

備の改築事業費s(i,1992-i)の みを集計する場合をケー

ス1、 年齢の最 も大 きい5年 分(=s(i,1992-i-4)+s(i,

1992-i-3)+…+s(i,1992-i))の 改築事業費 を集計す る

場合 をケース2、 年齢制限なく改築事業費を集計する

場合 をケース3と する。

中尾 報 告 の ア ンケ ー ト調 査 で は調 査 基 準 年 度

(1992年 度)か ら過去何年度まで遡って調査対象 と

するかが不明である。そ こで、遡及年度数を1年 、5

年、無制限 とす る上記 のケース1、2、3に 分 けて比

較検討す る。

c)最 良近似 のワイブル分布の推計

仮算 出 された年齢層別 シェア分布 を、中尾報告か

ら算 出 され た図-7～9の 対応工種の もの と比較 し、

最小 二乗法に より最良に近似す るよ うm、 ηを少 し

ずつ変えて前々節a)及 び前節b)の 仮算出の試行を繰

り返す。最良近似のワイブル分布 を表-4に 示す。

なお、平均耐用年数 μ及び標準偏 差 σは(5)、(6)式

によ りワイブル係数m及 び ηか ら解析的に算出 され

る。

(5)

(6)

こ こ で 、r()は 、 ガ ン マ 関 数 で あ る.算 出 に は

Microsoft Excelの ガ ンマ 関 数 の 自然 対 数 の値 を返 す

GAMMALN(x)と い う関数 を用 い た。

機 械 、 電 気 、機 電 に つ い て平 均 耐 用 年 数 μの ケー

ス 間の差 は最 大 で1.0、0.8、1.4年 、率 に して3～6%

で あ り工 種及 び ケー ス間 の差 も最大3.2年 、率 に して

12～14%で あ り、比較的小 さい と考え られ る。 そ こ

で3工 種の代表的な ものとして機電 を選択する。 さ

らに、次節(3)c)の計算の結果、2007年 度の推計で改

築事業費 が設置事業費 を上回 る額 の最 も小 さかった

ケース3(以 下、 「推計 ワイブル分布A」 とい う。)

を代表 的なもの として採用 し、以 下に計算過程 を述

べる。

表-4工 種別、ケース別最 良近似ワイブル分布

(3)将 来各年度の設置事業費の推計

a)普 及率 と累計新築事業費 の相関

PやT土 木建築に比べ、機電はよ り細か く下水量

の増加 に応 じて増築 され てい くと考 えられ る。そ こ

で、将来各年度 の新築事業費 を算出す る方法 として、

下水 道処理 人 口普 及率(以 下単 に 「普及 率」 と言

う。)と 累計機電新築事業費 との相関の利用 を検討

す る。

西暦i年 度(i=1959,1960,…,2007)に おける新築

事業費をF(i)、 改築事業費 をS(i)、設置事業費をFS(i)、

年齢j(j=1,…,i-1958)の 設備の改築事業費をs(i,j)

とすれば、F(i)は(7)式で算出 される。

(7)

過去各年度の普及率データは 日本の下水道(2007)17)

か ら取 り出 し、過去各年度 の累計機電新築事業費デ

ー タは、図-13の 機電 の設置事業費推移 を(7)式 の

FS(i)、FS(i-j)に代入 し、算出 される新築事業費F(i)を
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順次累計 して算出する。

普及率 と累計機電新築事業費の関係及び換算式を

図-14に 示す。累計計算は左端プロッ トの1965年

度か ら開始 している。

図-14普 及率と累計機電新築事業費

普及率か ら累計機電新築事業費への換算式 は、左

端 のやや外れ たプ ロッ トを除き、かっ右端 プロ ッ ト

の右側 である将来領域への連続性 を考慮す るため、

左 か ら3番 目及び右端の2プ ロッ トを結ぶ直線を選

定 した。決 定係数 か ら概ね良好 な当てはま りと認 め

られ る。

左端プロッ トは1965年8%で あ り、傾きが小 さい

ことか ら、 この年代 は以後 と比べて普及率1ポ イン

ト当た り機 電新 築事業費が安かった ことが推察 され

る。

b)将 来各年度の新築事業費の算出

将来各年度 の普及率 はその増分を近年 の実績 か ら

年1.2ポ イン トに設定する。 また、普及率の上限を最

終想定普及率88%1)に 設定す る。将来各年度の新築

事業費は換算式の傾 き2,446に1.2を 乗 じた2,935億

円 とな り、2021年 度に普及率88%に 到達する。2022

年度以降は新築事業費 をゼ ロと置 く。

c)将 来各年度の改築、設置事業費の推計

西暦i年 度(i=2008,2009,…,2080)に おける年齢j

(j=1,…,i-1958)の 設備の改築事業費をs(i,j)と し、

s(i)、FS(i)を(8)、(9)式で算出す る。将来各年度のF(i)

は前b)項 で算出 されている。

(8)

(9)

計算結果 を図-15に 示す。機電の設置事業費な

い し改築事業費は超長期的には年 間約6,800億 円でほ

ぼ一定 に推移 す るもの と予測 され る。なお、過去各

年度のF(i)、S(i)は前a)項 で算出されてい る。

図 一15機 電の 各事 業費 推移 の推 計

(中尾報告使用)

(4)推 計ワイブル分布Aと 別途情報から推計された分布

の比較検討

a)近 年 の改築工事割合デー タの検討

機 電メーカー団体の公表調査結果に よれ ば、改築

工事の金額割合の推移 は表一5の とお りである18)。

表-5改 築工事の金額割合の推移

図-13の 過去各年度の機電設置事業費に同表 の

割合 を乗 じた改築事業費 を最小二乗法 で最良近似す

るワイブル分布(以 下、 「推計 ワイブル分布B」 と

い う。)は 、表-6の とお り推計 され る。同分布 を

用いた近似状況 を図一16に 、設 置事業費等推移 を
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図-17に 示 す 。

表-6推 計ワイブル分布B

図-16機 電設置事業費 ×改築割合の近似状況

図-17機 電の各事業費推移の推計
(別途情報使用)

同分布 を用いれば2007年 度 は事業費3,676億 円

(100%)中 、新築事業費2,050億 円(56%)、 改築事業費

1,626億 円(44%)と 推計 され る。 また、平均耐用年数

が46.8年 と長いことを反映 し、機電の設置事業費な

い し改築事業費 は超長期的には年間約4,300億 円でほ

ぼ一定に推移す るもの と予測 され る。

b)国 土交通省資料の改築事業費関連データ

国土交通省 の公表 資料 に よれ ば、2005～2007年

度 の改築事業費の国庫補助金は約700～1,000億 円で

ある19)。 機電改築事業費 は、国庫補助率を低率1/2

とし、土木建 築はな く機 電が改築 の全て を占めると

仮定する大きめの算出値 で1,400～2,000億 円となる。

この金額範囲は、前a)項 において2005、2006年 度の

機電事業費4,038、3,757億 円に改築割合データ33%、

41%を 乗 じた1,333億 円、1,540億 円及び推計ワイブ

ル分布Bか ら算出される2007年 度改築事業費1,626

億 円を概ねその中に収 める。

なお、機電 が改築の全てを 占める とす る仮定 は、

下水道整備が本格的に始まったのが1970年 代であっ

た ことか ら、近年 の改築事業費 については耐用年数

の短 い機電が大部分 を占め、耐用年数の長い土木建

築 が少 ない と考 えられ ることによる。

3.考 察

(1)ワ イブル分布近似に必要なデ―・タ

ワイブル分布適用 の基本的方法は、

(1)同一年度 にお ける年齢別改築量分布

(2)同一年度 にお ける年齢別供用量分布

(3)年度別設置量分布

の3つ の うちいずれか2つ の分布デー タを収集 し、

(1)(2)からな らハザー ド関数 、(1)(3)からな ら確率密度

関数 、(2)(3)からな ら口頼度関数 を近似すればワイブ

ル係数 を算出す ることができる。

しか しなが ら、いずれ の組 み合わせ についても十

分 なデー タが得 られ ない場合 、別 の方法で ワイ ブル

分布 を決定す ることが必要 となる。本研究では(3)の

分布デー タが収集 できたが(1)(2)の分布データが収集

できなかった。

そ こで、本研究では(1)に代替 できそ うな もの とし

て中尾報告の年齢別改築件数分布 に注 目し、試行反

復計算 によ り表-4の 結果 を算 出 した。同分布 に集

計 されたデータの改築年度が1992年 度だけであった

場合 と、複数年度 であった場合 とで、推計 され るワ

イ ブル分布 の差が小 さい と判 断 し、推計 ワイブル分

布Aを 代替的に耐用年数確率分布 として用い、過去

及び将来各年度の改築事業費推計を行 った。

(2)算 出されたワイブル分布の利用法
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全国、1事 業体、1処 理場 など設備群 の改築量デー

タに ワイ ブル分布 を良好 に近似できた場合、まず そ

の設備群 についての将来改築量予測 ができ、財 政計

画 の立案 に資す るこ とができる。 さらに、算出 され

た係数値 をまだデー タの少 ない他の類似設備群 へ援

用す ることや 、係数値の異 なる設備 群 と比較 し、異

な る原 因 を究明 して効率改善を図ることも期待 され

る。

なお、管渠や 土木建築の よ うに単一材料 のコンク

リー トが耐用年数 を強 く決定 している と考え られ る

場合で あれ ば統計的に算出 された ワイ ブル分布 の平

均及び標準偏差 を個 々の施設の耐用年数 に類推適用

す る ことができる と考え られ るが、多種多様な設備

が混在 した機電総体の場合にはできない。

また、高額設備 が改築 になる と当該年度 に改築事

業費 を突出 させ るこ ととな り、当該年度以外では改

築事業費推計額 を嵩上げ して改築事業費推計精度 を

下げ ることとなる。 したがって、対象設備群 は十分

な大 きさの設備数 を有す るもの とす るか、高額設備

の改築事業費推計額 を別途 ミクロマネ ジメン トで積

み上げるのが適当であると考え られ る。

(3)推 計ワイブル分布Aの 精度 ・信頼性の向上

中尾報告か らの分布 を代替的にデー タ使用 した こ

とに よる精度 ・信頼性低下 を補 うため、3.(4)で断片

的な別途情報 によ り耐用年数確率分布 を推計 した と

ころ、平均26.6年 、標準偏差69年 の推計ワイブル

分布Aを 大きく上回る平均46.8年 、標 準偏差226年

の推計 ワイブル分布Bと なった。

推計 ワイブル分布Aで は2007年 度、設置事業費が

ほぼ改築事 業費 と等 しくな り、新築事業費がない こ

とにな るので、実態の平均耐用年数 は推 計 ワイブル

分布Aの266年 よりも大きい可能性がある。

他方 、機電 メーカー団体の会員 は大手企業で ある

ので、同団体のデ ータは中小企業 の受注分を含 めた

機電工事全体のデータ とは大き く異 なる可能性 があ

る。 また、国土交通省の改築事業費補助金 は、年齢 、

規模、適正維持管理記録等の条件があるので国庫補

助 とな らない ものを も含んだ改築事業費全体 とは対

応 していない可能性がある。

さ らに、本研 究では下水道工事デ フ レー タを用い

たが、下水道工事では土木建築の比率 が大 きく、機

電の設置事業費の比率は下水道統計要覧1986～1999

年度版11)か ら算出する と、平均で17.1%と 小 さい。

機電 の価格水準の補正 に下水道 工事デ フ レータを用

い ることが適切でない可能性があ る。すなわち、機

電 は土木建築 に比べ、性能価格比に格段の向上があ

り、それが影響 している可能性 がある。

したがって、算 出 され るワイブル分布 の精度 ・信

頼 性の向上 のためには、まず 、(1)(1)又は(2)そのもの

のデー タ収集 が最 も有効であ り、次に、統計処理が

可能 な程度に設備数 の大きい事業体(群)の デー タ

収集 が有効である と考 えられ る。 また、機電 の性能

価格比 の推移に手掛 か りがある ことも考 えられ る。

今後、これ らのデータ収集 ・解析が課題である。

(1)(1)又は(2)のデー タ収集方法 としては国、(社)

日本下水道協会等の全 国組織が広 くユーザーの各事

業体 を対象 にア ンケー ト調査す る方法が有力であ り、

各 メーカーを対象 にア ンケー ト調査す る方法 も考え

られ る。 また、政令指定都市 のよ うに下水道管理 の

歴史が長 く、大量の機電 ス トックを保 有す る事業体

のデー タな らば、その数 ・内容が統計 処理 に適 し、

推計値が他事業体 の参考 とできる場合 もある と考え

られ る。 なお、(1)(1)及び(2)をデータ収集できた場合

の具体的解析方法及び検証方法 は藤生 ・宮内が下水

管渠延長の事例で示 している20)。

耐用年数確率分布 をーつに絞 り込む ことはできな

かったが、機電総体 としての耐用年数や将来改築事

業量を推計でき るマクロマネジメン ト手法が他 に見

当た らない。 したがって当面は、推計 ワイブル分布

Bで はな く、耐用年数 を小 さめに見積 もる安全側 で

あ り、かつ、図-1の 耐用年数の範 囲内にある推計

ワイブル分布Aを 使用 し、適用現場の過去及び新規

デー タへの適合性 を十分 に検討 しつつ推計す るのが

適当であると考えられ る。

また、機電に限 らないこ とで あるが、マ クロマネ

ジメン トの信頼度関数 とミクロマネジメン トの劣化

曲線 は形状 が似てお り、両者 を相互に関連付 けられ

るな らば、マクロマネジメン トのデータか ら劣化曲

線 を算出 した り、 ミクロマネ ジメン トのデー タか ら

信頼度 関数を算 出 した り、両デー タを突合検証 した

りしてマネジメン ト手法の融通 性を増 し、精度 ・信

頼性を向上 させることが期待 される。

最後に、本研 究の耐用年数 は技術的に望 ま しい状
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態保持の観 点か らで はなく、いわ ゆる 「だま しだま

し」使 っている劣化の著 しく進んだ状態をも含んだ

実態反映の観点 か ら推計 され てい ることを付言 して

お く。

4.結 論

G)マ クロマネ ジメン トにおいて用途、性質等が多種

多様であるため統一的に数値解析す ることが困難 で

ある機電 につい て設置事業費で統一的に数値化 し、

耐用年数確率分布や将来改築事業費を推計す る手法

を考案 し、現実 の事業データを使用 して計算手順 を

示 した。

(2)機 電設置事業費の全 国デー タにワイブル分布 を適

用 し、耐用年数確率分布 として最良近似 した ワイブ

ル分布(推 計 ワイブル分布A)を 係数m=4.34、 係数

η=29.2、 平均 μ=26.6年 、標準偏差 σ=6.9年 と算

出 した。 ただ し、平均、標準偏差の よ り大 きな分布

を示唆す る別途 情報 もあ り、算出値 を断定で きるに

は至っていない。

(3)推 計 ワイブル分布Aを 用いた将来改築事業費予測

で は、全 国の機電改築事業費 は超長期 的には年間約

6,800億 円で推移す るもの と予測 される。
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Statistical Analysis on Service Life of 

Mechanical and Electrical Sewerage Equipments

By Kazuya FUJIU, Keisuke HANAKI

 Wide variety in mechanical and electrical sewerage equipments (MESE) causes 
difficulty in evaluation of service life in physical asset macro-management. This paper 
tries to analyze MESE life time by evaluating monetarily expenditure of MESE and by 
applying Weibull distribution to statistical MESE data of all Japan.

 Estimated parameters of Weibull distribution are 4.34 and 29.2. Average service life 

and standard deviation are calculated to be 26.6 and 6.9 years. Using that distribution, 

future rehabilitation expenditure of MESE in all Japan is also predicted to be 

approximately 680 billion yen per year.
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